
　

タイトル
戦後日本の高等教育にかんする参考資料(3) :

2016（平成28）年4月～2019（平成31）年3月

著者
木村, 和範; KIMURA, Kazunori; 鈴木, 寿雄;

SUZUKI, Toshio

引用 開発論集(104): 151-189

発行日 2019-09-30



戦後日本の高等教育にかんする参考資料⑶
2016(平成 28)年⚔月～2019(平成 31)年⚓月

木 村 和 範＊ ・ 鈴 木 寿 雄＊＊

年 月 日 事 項
2016(平成28) 4 1 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構設置（独立行政法

人国立大学財務・経営センターを廃止・統合）
5 18 指定国立大学法人制度（国立大学法人法の一部改正，2017

（平成 29）年⚔月⚑日施行，ただし一部は 2016（平成 28）
年 10 月⚑日施行）

20 「全ての子供たちの能力を伸ばし可能性を開花させる教育
へ」（教育再生実行会議第⚙次提言）

30 実践志向の専門職業人養成のための新たな高等教育機関の設
置（「個人の能力と可能性を開花させ，全員参加による課題
解決社会を実現するための教育の多様化と質保証の在り方に
ついて（第一部）（第二部）」（中央教育審議会答申））

6 2 給付型奨学金制度創設検討（「ニッポン一億総活躍プラン」
（閣議決定））

9 東京 23 区における大学の定員増は不認可（「まち・ひと・し
ごと創生基本方針 2017」（閣議決定））

7 4 「教育の情報化に伴う情報セキュリティの確保について」
（文部科学省通知）

29 「教育の情報化加速プラン」（文部科学省）
8 2 「未来への投資を実現する経済対策」（給付型奨学金制度創

設（閣議決定））
3 文部科学大臣 松野博一
10 「専門職大学院を中核とした高度専門職業人養成機能の充
実・強化方策について」1)（中央教員審議会大学分科会大学
院部会専門職大学院ワーキンググループ提言，以下，「中教
審専門職大学院WG提言」という）

10 21 「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の
確保に関する法律」の遵守徹底（文部科学省研究振興局事務
連絡）

11 28 研修規定整備（教育公務員特例法の一部改正）
12 21 「幼稚園，小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校の学

習指導要領等の改善及び必要な方策等について」（中央教育
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審議会答申，実施：幼稚園（2018（平成 30）年度），小学校
（2020（平成 32）年度），中学校（2021（平成 33）年度），
高等学校（2022（平成 34）年度））

27 私立大学等の学長決定及び私立大学等の学則変更等の届出に
係る事項の変更（文部科学省高等教育局長通知，これによ
り，平成 28 年⚒月⚑日付け高等教育局長通知は廃止）

2017(平成29) 1 19 「第⚓期教育振興基本計画の策定に向けた基本的な考え方」
（文部科学省）

2 3 「第⚒次学校安全の推進に関する計画の策定について」（中
央教育審議会答申）

3 8 「我が国の高等教育に関する将来構想について（中央教育審
議会への諮問）」（文部科学大臣）

24 「第⚒期スポーツ基本計画」（文部科学省）
29 中央教育審議会大学分科会の下に「将来構想部会」設置
（2017（平成 29）年⚓月⚘日文部科学大臣諮問にもとづく
検討推進のため。なお，制度面の検討を中心とするワーキン
ググループの設置は 2017（平成 29）年⚕月 29 日）
障害のある学生の就学支援に関する検討会報告（第⚒次まと
め）

31 教員と事務職員等の連携及び協働，そのために専任職員を配
置する事務組織の設置（大学設置基準の一部改正）
私立大学が行う受託研究の要件緩和（法人税法施行令の一部
改正）
給付型奨学金の制度化（「独立行政法人日本学生支援機構法
の一部改正」）

4 1 給付型奨学金制度発足
教職員支援機構（教員研修センターの改称）（教育公務員特
例法の一部改正）

21 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確
保に関する法律の一部改正
教育勅語の教材使用は否定しないが促進しない（閣議決定）

25 「地域学校協働計画の推進に向けたガイドライン」（文部科
学省）

26 「国際バカロレアを中心としたグローバル人材育成を考える
有識者会議（中間取りまとめ）」

5 12 医療分野の研究開発に資するための匿名加工医療情報に関す
る法律

17 個人情報の保護に関する法律（2003（平成 15）年⚕月 30 日
法律第 57 号）の改正（2017 年⚔月 26 日）により個人情報
の適切な取扱に係る事業者への監督権限が主務大臣から個人
情報保護委員会に一元化（「文部科学省所管事業分野におけ
る個人情報保護に関するガイドライン」廃止（文部科学省大
臣官房長通知）），以後は「個人情報の保護に関する法律につ
いてのガイドライン（通則編）」，「個人データの漏えい等の
事案が発生した場合の等の対応について」（いずれも個人情
報保護委員会制定）による
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29 中央教育審議会大学分科会の下に設置した「将来構想部会」
（2017（平成 29）年⚓月 29 日設置）の下に「制度・教育改
革ワーキンググループ」設置（2017（平成 29）年⚓月⚘日
文部科学大臣による諮問事項のうち，特に制度の改善方策検
討のため）

31 専門職大学及び専門職短期大学の制度化（学校教育法の一部
改正，2019（平成 31）年⚔月⚑日施行）

6 1 「自己肯定感を高め，自らの手で未来を切り拓く子供を育む
教育の実現に向けた，学校，家庭，地域の教育力の向上」
（教育再生実行会議第 10 次提言）

9 東京都 23 区の大学定員抑制（「経済財政運営の基本方針（骨
太の方針）」（閣議決定））

16 大学入学のための準備教育課程の指定等に関する規程の一部
改正（文部科学省告示）
教育勅語を肯定的に扱う余地なし（政府の教育勅語使用容認
答弁に関する声明）（教育学関係学会長等声明））

7 13 「高校生のための学びの基礎診断」「大学入学共通テスト実
施方針」2)「平成 33 年度大学入学者選抜実施要項の見直しに
係る予告」（以上，文部科学省）

8 3 文部科学大臣 林 芳正
23 「認証評価機関の認証について」（中央教育審議会答申）
高度専門職業人養成の制度化に伴う規程整備（「専門職大学
院設置基準の制定等について」（中央教育審議会答申））

28 「教職課程再課程認定等に関する説明会」（文部科学省）
29 「教員需要の減少期における教員養成・研修機能の強化に向
けて」（国立教員養成大学・学部，大学院，附属学校の改革
に関する有識者会議報告）

9 15 公認心理師制度全面施行
19 「第⚓期教育振興基本計画の策定に向けたこれまでの審議経
過について」（中央教育審議会報告）

10 1 教員資格，授業担当時数の明示（「大学入学のための準備教
育課程の指定等に関する規程の一部改正」（文部科学省告
示））

12 インターンシップ推進方策実行ワーキンググループ設置（文
部科学省・独立行政法人日本学生支援機構）

13 第⚑回大学共通テスト試行調査（プレテスト）（11 月 13 日
～24 日内で参加高校が任意の日時で実施）（大学入試セン
ター）

11 17 科目区分の大括り化等（教育職員免許法施行規則及び免許状
更新講習規則の一部改正（2019（平成 31）年⚔月⚑日施行））
Society 5.0 に向けた人材育成に係る大臣懇談会および新た
な時代を豊かに生きる力の育成に係る省内タスクフォースの
設置（文部科学大臣）
［注記］
Society 5.0 は，Society 1.0（狩猟社会），Society 2.0（農耕
社会），Society 3.0（工業社会），Society 4.0（情報社会）に
続く社会

21 新たな時代を豊かに生きる力の育成に係る省内タスクフォー
ス（文部科学省，第⚑回会合）
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12 1 Society 5.0 に向けた人材育成に係る大臣懇談会（文部科学
省，第⚑回会合）

15 大学等における専門職学科の制度創設（「大学設置基準等の
改正について」（中央教育審議会答申））

22 「新しい時代の教育に向けた接続可能な学校指導・運営体制
の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方
策について」（中央教育審議会中間まとめ）

2018(平成30) 1 9 『教職課程認定申請の手引き（平成 31 年度開設用）【再課程
認定】』（文部科学省）

26 大学及び短期大学における専門職学科に関する規定（大学設
置基準及び短期大学設置基準の一部改正）

30 職業紹介の実績情報の提供義務化（学校等では努力義務），
求職者への労働条件明示の義務化（学校等の行う無料職業紹
介事業関係業務取扱要領等の改正（雇用保険法等の一部改正
に関する文部科学省通知））

2 28 講習科目，単位数の改正，「社会教育士（講習）」（講習修了
者），「社会教育士（養成課程）」（課程修了者）の称号新設
（社会教育主事講習等規程（文部科学省令）の一部改正），
2020（平成 32）年⚔月⚑日施行）

3 8 「第⚓期教育振興基本計画について」（中央教育審議会答申）
（計画期間：2018（平成 30）年度～2022（平成 34）年）

26 大学入学共通テスト（2020 年度（2021 年⚑月実施））に採用
される英語民間試験公表（英検（新型），TOEIC など，た
だし，2023 年度入試までは共通テストでも英語を実施）（大
学入試センター）

27 大学統合，大学再編等のために「大学等連携推進法人（仮
称）」（一般社団法人）の設置案を中央教育審議会に提示（文
部科学省）

30 専門職大学院の専任教員要件の緩和，専門職大学院と学士課
程・修士課程との連携強化，法科大学院の入学者選抜にかん
する努力義務の要件緩和（「中教審専門職大学院WG提言」
（2016 年⚘月 10 日付け）にもとづく「専門職大学院設置基
準」等の一部改正）

4 1 公認心理師法施行規則の一部改正
5 9 「高等教育の資格の承認に関するガイドライン～高等教育の

資格の承認に関するアジア太平洋地域規約～」（事務連絡）
（文部科学省）

31 「大学改革としてのインターンシップの推進に係る専門人材
の育成・配置について─組織的なインターンシップの推進に
向けた，専門人材の役割の明確化─」（事務連絡）（文部科学
省）

6 1 「地域における大学の振興及び雇用機会の創出による若者の
修学及び就業の促進に関する法律」（特定地域内学部収容定
員の抑制等に関する規定を除き，同日施行）

4 「平成 32 年度大学入学者選抜に係る大学入試センター試験
実施大綱」（文部科学省）3)
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5 ⚓つの方向性（「公正に個別最適化された学びの実施」，「基
盤的な学力や情報活用能力の習得」，「大学等における分離分
断からの脱却」）（「Society 5.0 に向けた人材育成～社会が変
わる，学びが変わる～」（Society 5.0 に向けた人材育成に係
る大臣懇談会／新たな時代を豊かに生きる力の育成に係る省
内タスクフォース）（文部科学省））

8 大学における産学連携の充実強化に関する検討会最終会合
（「イノベーションシステムにおける大学の研究成果の活用
推進に資する技術異端機能等の最適化に向けて（議論のまと
め）」4)（文部科学省）の公表は同年⚗月）

12 英語の民間試験導入を了承（国立大学協会総会）
15 「第⚓期教育振興基本計画」（閣議決定，対象期間：2018
（平成 30）年度～2022（平成 34）年度）
スポーツマンシップ遵守の徹底指導（「大学の部活動におけ
る安全確保等について（依頼）」（文部科学省，スポーツ庁））

18 年収 380 万円未満の世帯を対象に大学などの授業料減免
（「未来投資戦略」閣議決定）

28 学部，研究科の枠を超えた学位プログラムの策定，リカレン
ト教育の充実，大学連携・統合の推進など（「今後の高等教
育の将来像の提示に向けた中間まとめ」（中央教育審議会））

29 技術者の量的拡大・質的充実のために，工学部等における柔
軟な教育体制の構築，および学士課程と大学院課程の連続性
に配慮した教育体制の構築等の促進（大学設置基準および大
学院設置基準等の一部改正）

7 10 「大学等及び社会教育における消費者教育の指針」改訂（文
部科学省消費者教育推進委員会）

18 受動喫煙防止の義務化（学校，病院，行政機関の敷地全体に
おける禁煙，喫煙は屋外の所定場所のみなど）（健康増進法
の一部改正，施行日：2020（平成 32）年⚔月⚑日）

30 「学校法人運営調査における経営指導の充実について（通
知）」（文部科学省高等教育局長）

8 10 「「大学入学共通テスト実施方針（追加分）」の策定について
（通知）」5)（文部科学省高等教育局長）

23 「学校司書のモデルカリキュラム」の改正通知（科目区分等
の変更に係る 2017（平成 29）年 11 月 17 日の省令公布に伴
う措置，2019（平成 31）年⚔月⚑日施行）

9 7 「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律
の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備等に関する省令（平
成 30 年厚生労働省令第 112 号）」

11 私大定員管理強化の⚓年間見送り，向後⚓年間の定員管理基
準は 2018（平成 30）年度と同様（文部科学省および日本私
立学校振興・共済事業団の共同通知）6)

13 「高等教育無償化」支援事業（文部科学省）の対象要件（実
務家教員，外部理事の割合など）や「23 区規制」が「私大
の特性と自主性を脅かす」と批判（日本私大連盟）

28 特定地域内学部収容定員の抑制等に係る規定の 2018（平成
30）年 10 月⚑日施行に係る通知（「特定地域内学部収容定員
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の抑制等に係る地域における大学の振興及び若者の雇用機会
の創出による若者の修学及び就業の促進に関する法律の一部
の施行等について（通知）」（内閣官房，内閣府，文部科学
省））

10 2 文部科学大臣 柴山昌彦
9 2021 年卒業予定者（現大学⚒年生）の就職・採用活動にた
いする現行日程の維持要請（就職問題懇談会座長声明）

10 経団連，2021 年春入社以降の新卒学生を対象として，「採用
選考に関する指針」の廃止を発表（「現行ルール」の適用対
象は現大学⚓年生まで。現⚒年生に適用される「就活ルー
ル」の策定は政府（関係省庁連絡会議）主導，現⚑年生につ
いては未定）

11 9 法科大学院の定員管理，学部⚓年，法科大学院⚒年で司法試
験の受験資格付与（「法曹コース」新設）などを審議（中央
教育審議会）

10 第⚒回大学入学共通テスト試行調査（プレテスト）（11 日ま
で）（大学入試センター）

25 「東海国立大学機構」設立にかんする基本合意締結（名古屋
大学・岐阜大学）

26 2040 年における人口推計（18 歳人口 88 万人［2017 年の
77％］，大学進学者 51 万人［2017 年の 80％］）を踏まえた，
高等教育の在り方（⑴教育内容の柔軟な変更，⑵それに伴う
学部横断的な「学位プログラム」の制度化，⑶大学の連携・
統合の仕組み作りにかんする⚓案提示（①設置形態（国公
私）の枠を超えた大学連携（「大学等連携推進法」（仮称）の
制定），②単一の国立大学法人が複数の国立大学を運営する
「アンブレラ方式」，③私立大学が他大学に一部の学部を譲
渡），⑷リカレント教育，留学生の受入強化，⑸実務家教員，
外部理事の増員，⑹大学設置基準と認証評価制度の抜本的見
直しなど）（「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン
（答申）」（中央教育審議会）7)）

14 「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強
化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律の一部を改正
する法律」（この改正により，「研究開発システムの改革の推
進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進
等に関する法律」の題名が，「科学技術・イノベーション創
出の活性化に関する法律」に改められるも，同法第 15 条の
⚒に関する規定の内容には変更なし）

12 25 「不適切」入試を実施したとされた⚙大学医学部による回復
措置に伴う臨時的な定員超過の承認（文部科学大臣）

28 「高等教育無償化制度の具体化に向けた方針」（低所得世帯
層の者への①授業料・入学金の減免，②給付型奨学金の支給
［実施時期：2020 年⚔月；対象者：2020 年度の在学生（既
入学者を含む）］了承）8)（幼児教育・高等教育無償化に向け
た関係閣僚会議）

2019(平成31) 1 11 「高等教育無償化の制度の具体化に向けた方針について（通

156



知）」（30 文科高第 954 号，総合教育政策局長，高等教育局
長），「大学等の授業科目として行う企業内実習等の実施に係
る労働法上の留意事項について（通知）」（文部科学省高等教
育局長）

25 「学校の働き方改革（答申）」（中央教育審議会）
2 1 「高等教育・研究改革イニシアティブ（柴山イニシアティ

ブ）～高等教育機関における教育・研究改革の一体的推進
～」（文部科学大臣）9)

14 「改元に伴う情報システム改修等への対応について（事務連
絡）」（文部科学省高等教育局長）

3 29 「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強
化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律及び大学の教
員等の任期に関する法律の一部を改正する法律の公布につい
て」の一部改正について（通知）

注
⚑）中央教育審議会大学分科会大学院部会専門職大学院ワーキンググループ「専門職大学院を中核と
した高度専門職業人養成機能の充実・強化方策について」（概要）は，別紙⚑（ただし，原文はカ
ラー）。（http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2016/
09/16/1377151_01.pdf, accessed on Oct. 24, 2018）
⚒）「実施方針」は，別紙⚒。（http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/
__icsFiles/afieldfile/2017/10/24/1397731_001.pdf, accessed on May 13, 2019）
⚓）2018（平成 30）年⚖月⚔日付け 30 文科高第 187 号 文部科学省高等教育局長通知による「実
施大綱」は，別紙⚓。（http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/
afieldfile/2018/06/07/1282953_10_1.pdf#search=%2730%E6%96%87%E7%A7%91%E9%AB%98%
E7%AC%AC187%E5%8F%B7%27, accessed on July 18, 2018）
⚔）まとめ（概要）は別紙⚔（ただし，原文はカラー印刷）。（http://www.mext.go.jp/component/
a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2018/07/18/1406597_01.pdf, accessed on May 14, 2019）
⚕）「追加分」は別紙⚕。（http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/
__icsFiles/afieldfile/2018/08/10/1397731_003_1.pdf, accessed on May 14, 2019）
⚖）学校法人理事長に宛てた文書（平成 31 年度以降の定員管理に係る私立大学等経常費補助金の取
扱について（通知）（30 文科高第 454 号および私振補第 49 号））は以下のとおりである（ただし，
※印を付した⚒つの注記は省略）。
「⚑．超過入学者数に応じた学生経費相当額を減額する措置について
平成 27 日⚗月 10 日付 27 文科高第 361 号及び私振補第 30 号で通知した「平成 28 年度以降の
定員管理に係る私立大学等経常費補助金の取扱について（通知）」において，「平成 31 年度から，
入学定員充足率が 1.0 倍を超える入学者がいる場合，超過入学者数に応じた学生経費相当額を減
額する措置を導入する。」としていたことについては，平成 28 年度から平成 30 年度までの⚓年
間にわたって段階的に実施した不交付となる入学定員超過率の厳格化により，三大都市圏におけ
る入学定員超過や三大都市圏以外の地域における入学定員未充足の改善（※⚑），三大都市圏に
所在する大・中規模大学における入学定員を超える入学者数の縮減（※⚒）といった効果が見ら
れることや，後記「⚒．入学定員充足率が 1.0 倍以下の場合の増額措置」（省略―引用者）
を実施することになっていることを踏まえて，当面実施を見送り，後記措置の実施状況及び効果
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等を検証しつつ，⚓年後を目途に実施の要否を検討することとする。」
⚗）紙幅の関係で，以下に別紙⚖として「概説」のみを掲げる。（http://www.mext.go.jp/component/
b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2018/12/17/1411360_9_1_1. pdf, accessed on May 16,
2019）
⚘）「方針」の全文は資料⚗。（http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/hutankeigen/detail/
__icsFiles/afieldfile/2018/12/28/1412286_002.pdf, accessed on May 16, 2019）
⚙）「柴山イニシアティブ」は資料⚘（ただし，原文はカラー印刷）。（http://www.mext.go.jp/
component/ a_menu/other/detail/__icsFiles/afieldfile/2019/02/01/1413322. pdf, accessed on May
16, 2019）
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【付記】
⚑．本稿に掲載した「事項」の選択は木村和範が担当し，日付の確認等は鈴木寿雄が担当した。原稿
を整える過程で，荻原克男経済学部教授（教務センター長）から懇切丁寧なご示唆を頂戴した。記
して感謝の意を表する。
⚒．中央教育審議会答申及び後に同審議会の部会として改組された各種審議会の答申は，その連動性
に鑑みて，高等教育に直接関与しなくても，できるだけ収録することにした。
⚓．特記すべき法令及び答申については，その要点を簡潔に記し，（ ）内に法令等の名称を記載し
た。その他の法令及び答申については，その名称を挙げるに留めた。
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